


　条文をみてみると、②の要件から明らかなとおり、優良誤認表示は２つの類型
に分けられる。すなわち、
・ 一般消費者に、実際のものよりも著しく優良であると誤認される（示す）表
示
・ 一般消費者に、事実に相違して当該事業者と同種若しくは類似の商品又は役
務を供給している他の事業者に係るものよりも著しく優良であると誤認され
る（示す）表示

の２つである（①及び③の要件は２つの類型において共通）。
　また、優良誤認表示と有利誤認表示については、それぞれの条文を見比べてみ
ると似通った規定ぶりとなっていることからも分かるとおり、多くの部分で要件
が共通しており、適宜その旨を指摘しながら解説する。

⑴　①「商品又は役務の品質、規格その他の内容について」
ア　品質、規格その他の内容
　優良誤認表示の対象となるのは、商品等の「品質、規格その他の内容」である。
もっとも、「品質」及び「規格」はあくまでも例示であって、商品又は役務の
「内容」についてのものであれば、およそ対象となる。
　「品質」とは成分及び属性のことをいう。このうち、成分とは原材料、純度、
濃度、混用率、添加物の有無などであり、属性とは性能、効能、安全性、耐久性、
衛生性、鮮度、栄養価、味、香りなどである。
　例えば、株式会社メイフラワーに対する措置命令（消表対 800 号（令和２年５月
19 日））は、アルコール 71％配合と表示していたハンドクリーンジェルについて、
実際のアルコール配合割合が 71％を大幅に下回っていたという事案であったが、
これは成分（濃度）に関するものといえよう。
　また、実際は著しい痩身効果などないにもかかわらず、飲用するだけで著しい
痩身効果が得られるかのように謳うものは、属性（性能、効能）に関するもので
ある。
　「規格」とは、公的又は私的機関が定めた各種の規格、等級、基準などを意味
する。例えば、JIS 規格、JAS 規格、公正マーク（各公正取引協議会）、SG マーク
（製品安全協会）などである（川井＝地頭所・191 頁）。
　また、商品等の「内容」には、品質、規格のように商品等に直接かかわるもの

（前掲平成 20 年東京高判〔28161731〕）においても「景品表示法４条１項に違反する
不当表示行為すなわち違反行為については、不当表示行為すなわち違反行為があ
れば足り、それ以上に、そのことについて『不当表示を行った者』の故意・過失
は要しないものというべきであり、故意・過失が存在しない場合であっても排除
命令を発し得るものというべきである」と判示されている。
　したがって、例えば、小売業者が製造業者からの説明を信じて表示を作成した
ものの、その説明が誤っていた場合や、製造業者は当初は当該表示どおりの商品
を製造する予定であったがコストダウンを図るために当該表示と異なる商品を製
造してしまったような場合であっても、小売業者はそのことを理由に直ちに違反
を免れるものではない。

 5 　 ④当該表示が法５条１号～３号の「いずれかに該当する」ものであること
　５条違反となるのは、前記４において述べた要件を満たすだけでなく、５条各
号、すなわち、１号であれば優良誤認表示、２号であれば有利誤認表示、３号で
あればそれぞれの指定告示の要件を満たすことが必要である。
　優良誤認表示については後記６、有利誤認表示については後記７、指定告示に
ついては後記８において、それぞれ具体的に説明をしているので参照されたい。

 6 　優良誤認表示（５条１号）
　５条１号の条文は以下のとおりである（番号及び下線は筆者が付したものである）。

第５条第１号
　①商品又は役務の品質、規格その他の内容について、②一般消費者に対し、
実際のものよりも著しく優良であると示し、又は事実に相違して当該事業者
と同種若しくは類似の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るも
のよりも著しく優良であると示す表示であつて、③不当に顧客を誘引し、一
般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められ
るもの
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影響を是正するための措置（影響是正措置）に関する計画（以下「影響是正措置計
画」という）の認定等について規定している。この点、既往の違反被疑行為に係
る影響是正措置計画の認定等に係る手続きは、継続中の違反被疑行為に係る是正
措置計画の認定等に係る手続きと概ね同様である64）。

 5 　その他（令和５年改正法関連）
⑴　外国執行当局への情報提供（新 41条）
　近年のデジタル化の進展等に伴い、国内に限らず、国をまたいで活動する悪質
事業者も増えている。そのような状況においては、国境を越えた執行協力を行う
必要性が認められる。ここで、景品表示法に相当する外国の法令を執行する外国
の当局（以下、本項において「外国執行当局」という）から情報提供等についての協
力を得るためには、我が国においても外国執行当局に対して同様の協力を行う制
度的基盤を備え、相互主義の確保を図ることが必要である。このような趣旨のも
と、外国執行当局に対して情報の提供を行うための根拠規定として、新 41 条が
新設された。
　まず、内閣総理大臣は、外国執行当局に対し、その職務（景品表示法に規定する
職務に相当するものに限る。以下本項において同じ）の遂行に資すると認める情報の
提供を行うことができる（新 41 条１項）。この規定により提供される情報は、①
当該情報が当該外国執行当局の職務の遂行以外に使用されず、かつ、②新 41 条

３項の同意がなければ外国の刑事事件の捜査等に使用されないよう適切な措置が
採られなければならない（新 41 条２項）。
　そして、新 41 条３項は、外国執行当局からの要請があった場合に、一部の例
外（①当該要請に係る刑事事件の捜査等の対象とされている犯罪が政治犯罪であるとき、
又は当該要請が政治犯罪について捜査等を行う目的で行われたものと認められるとき（同

項１号）、②当該要請に係る刑事事件の捜査等の対象とされている犯罪に係る行為が日本国

内において行われたとした場合において、その行為が日本国の法令によれば罪にあたるも

のでないとき（同項２号）、③日本国が行う同種の要請に応ずる旨の要請国の保証がないと

き（同項３号））を除き、提供した情報を当該要請に係る外国の刑事事件の捜査等
に使用することについて同意することができる旨の規定である。また、この同意
をする場合、内閣総理大臣はあらかじめ同項１号及び２号に該当しないことにつ
いては法務大臣の確認を、同項３号に該当しないことについては外務大臣の確認
を、それぞれ受けなければならないこととされている（新 41 条４項）。

⑵　送達全般に関する規定とデジタル原則に関する規定
ア　送達全般に関する規定
　現行法上、課徴金納付命令については送達に関する規定がなされているものの、
措置命令については特になされていなかった。もっとも、措置命令においても公
示送達等の送達制度について整備する必要があることから、措置命令は措置命令
書の謄本を送達して行うことが規定された（新７条３項）。
　また、送達に関する令和５年改正前 21 条～24 条は、従来２章３節の課徴金に
ついての規定と位置付けられていたが、上記のとおり措置命令に関する送達規定
の整備等を行うことに伴い、これらの送達に関する規定は課徴金についてのみの
規定ではない（措置命令等についてもかからしめる規定である）ものとして、５章の
雑則に移したうえで、諸々の改正を行っている。
　まず、新 42 条及び新 45 条は文言の整理を行っているものの、改正前 21 条及
び 24 条の内容と同様である。
　次に、新 43 条は改正前 22 条を移したものであるが、本改正により、民事訴訟
法（平成８年法律 109 号）の付郵便送達に係る規定（107 条１項（１号に係る部分に限
る）及び同条３項）を準用することとしている（改正前においては付郵便送達は導入さ
れていなかった）。
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第５章　規制手続等 ５　その他（令和５年改正法関連）

64） なお、独占禁止法 48条の２は継続中の違反被疑行為について「公正かつ自由な競争の促進を図る
上で必要があると認めるとき」に確約手続に係る通知を認める一方で、48条の６は既往の違反被疑行
為について「公正かつ自由な競争の促進を図る上で特に必要があると認めるとき」に確約手続に係る
通知を認めている。このように、独占禁止法における確約手続に係る通知については、継続中の違反
被疑行為と既往の違反被疑行為でその要件を異なるものとしている（既往の違反被疑行為については
係る通知は「特に必要があると認めるとき」に行うことができるものとしており、要件を加重してい
る）。
 　一方、景品表示法において導入された確約手続についてはそのような差異はなく、継続中の違反被
疑行為と既往の違反被疑行為いずれの場合であっても「一般消費者による自主的かつ合理的な商品及
び役務の選択を確保する上で必要があると認めるとき」に通知を行うことができることとされている
（新 30 条）。この点、景品表示法においては、当該違反被疑行為が継続中であっても既往であっても
一般消費者による自主的かつ合理的な商品及び役務の選択を阻害するおそれがある場合にはそれを解
消する必要性があることに変わりはないことや、現状、措置命令は継続中の違反行為よりも既往の違
反行為に対して行っている場合が多いこと等が考慮されているものと考えられる。


